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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高は、消費税等を含んでいない。 

２ 第48期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３ 第48期及び第49期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載していない。ま

た、第50期の自己資本利益率については、期中平均純資産がマイナスであるため記載していない。 

  

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

売上高 (百万円) 66,070 70,409 54,185 59,091 56,369

経常利益 (百万円) 1,532 2,967 1,230 2,135 2,653

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △980 △56,523 33,856 3,069 2,606

純資産額 (百万円) 15,080 △41,425 1,303 7,372 9,718

総資産額 (百万円) 148,892 138,543 53,267 57,569 77,038

１株当たり純資産額 (円) 248.27 △682.11 △52.93 8.49 49.64

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) △16.14 △930.68 490.77 27.46 17.06

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 284.51 16.05 12.33

自己資本比率 (％) 10.1 △29.9 2.4 12.8 12.6

自己資本利益率 (％) ― ― ― 70.8 30.5

株価収益率 (倍) ― ― 0.2 6.1 6.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,605 4,585 7,753 598 △5,332

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △81 △415 24,655 △89 △2,532

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,542 △4,820 △31,473 2,699 10,226

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 2,991 2,341 3,276 6,485 8,847

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
309 

(95)

316

(112)

296

(127)

306 

(130)

327

(255)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高は、消費税等を含んでいない。 

２ 第48期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３ 第48期及び第49期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載していない。ま

た、第50期の自己資本利益率については期中平均純資産がマイナスであるため記載していない。 

４ 第51期の普通株式の１株当り配当額２円50銭には、創業50周年記念配当50銭を含んでいる。 

  

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

売上高 (百万円) 62,462 66,846 50,489 54,172 51,385

経常利益 (百万円) 2,251 3,265 1,200 2,103 2,614

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △423 △56,787 33,854 3,059 2,579

資本金 (百万円) 14,687 14,687 4,463 3,950 4,063

発行済株式総数 
(内、普通株式数) 
(内、優先株式数) 

(千株) 
  
  

60,758 
(60,758)

(―)

60,758
(60,758)
(―)

124,908
(93,620)
(31,288)

154,557 
(123,269)
(31,288)

195,834
(195,834)

(―)

純資産額 (百万円) 15,489 △41,284 1,446 7,505 9,824

総資産額 (百万円) 133,361 123,772 52,467 56,326 75,483

１株当たり純資産額 (円) 255.01 △679.80 △51.40 9.56 50.18

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

  

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

普通株式
2.50 
(―)

優先株式 
2.21 
(―)

2.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) △6.97 △935.02 490.74 27.36 16.88

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― 284.49 15.99 12.21

自己資本比率 (％) 11.6 △33.4 2.8 13.3 13.0

自己資本利益率 (％) ― ― ― 68.4 29.8

株価収益率 (倍) ― ― 0.2 6.1 6.5

配当性向 (％) ― ― ― 9.1 11.8

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
212 

(25)

212

(26)

182

(31)

164 

(17)

174

(17)



２ 【沿革】 

当社(昭和21年11月４日設立)は、昭和45年10月１日を合併期日として、大阪市住吉区所在のニチモプレハブ株式会

社(旧南海ブロック株式会社、昭和30年９月21日設立)の株式額面金額を変更するため同社を吸収合併した。 

合併前の当社は休業状態であり、経営の実態は、法律上消滅した大阪市住吉区所在のニチモプレハブ株式会社であ

るため、特に記載のない限り、実質上の存続会社に関して記載している。 

  

  

昭和30年９月 大阪市住吉区住吉町164番地(現大阪市住吉区住吉二丁目６番10号)に南海ブロック株

式会社(資本金50万円)を設立 

昭和31年６月 商号を大阪モデル住宅株式会社に変更し、分譲住宅の施工販売を開始 

昭和35年７月 商号を日本モデル住宅株式会社に変更 

昭和38年11月 商号をニチモプレハブ株式会社に変更し、中高層集合住宅のプレハブ化を推進 

昭和40年10月 中高層分譲住宅販売開始 

昭和45年10月 大阪市北区のニチモプレハブ株式会社(旧八雲商事株式会社、昭和45年５月商号変

更)と合併 

昭和45年12月 大阪市住吉区住吉町164番地(現大阪市住吉区住吉二丁目６番10号)に本店移転 

昭和46年３月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和47年６月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 

昭和47年10月 名古屋市中区に名古屋営業所を新設 

昭和48年３月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和52年１月 商号をニチモ株式会社に変更 

昭和52年８月 ニチモメンテナンス株式会社(ニチモビルダー株式会社、現ニチモコミュニティ株式

会社)を設立(現連結子会社) 

昭和53年３月 東京証券取引所・大阪証券取引所・名古屋証券取引所各市場第一部に指定替え 

昭和55年６月 渋谷営業所を東京都新宿区に東京支社として移転 

昭和55年10月 東京支社を東京本社に昇格 

昭和56年３月 梅田営業所を大阪市北区に大阪支店として移転 

平成12年２月 本社機構を東京本社に集約し、本社として東京都豊島区に移転 

平成12年６月 本店を大阪市北区梅田一丁目１番３号に移転 

平成13年１月 名古屋営業所を廃止 

平成13年11月 本店及び大阪支店を大阪市中央区島之内一丁目20番19号に移転 

平成14年６月 ニチモビルダー株式会社は、旧ニチモコミュニティ株式会社を吸収合併し、商号を

ニチモコミュニティ株式会社に変更 

平成15年５月 名古屋証券取引所市場第一部上場廃止(平成15年３月当社より申請) 

平成16年１月 ニチモコミュニティ株式会社は、ニチモホームサービス株式会社を吸収合併 

平成16年２月 東京証券取引所市場第二部に指定替え 

平成18年２月 本店及び大阪支店を大阪市北区堂島浜一丁目４番４号に移転 

平成18年11月 本社を東京都千代田区に移転 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社１社ほかにより構成され、その主要な事業及び当該各事業における当社及び

連結子会社１社の位置づけは次のとおりである。 

  

(1) 不動産分譲事業 

当社は、関東・関西地区でマンション等の建設分譲事業を行っており、その販売業務については一部を外部販売

会社に委託している。 

(2) 請負工事事業 

ニチモコミュニティ㈱(連結子会社)はマンションほかのリフォーム工事及び電気工事・給排水設備工事等を行っ

ている。 

(3) その他事業 

ニチモコミュニティ㈱は、マンション管理事業、不動産賃貸・賃貸管理事業及び損害保険代理店業等を行ってい

る。 

  

以上の事業内容を系統図によって表すと、次のとおりとなる。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

連結子会社 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載し、その他事業については、さらに具体的な事業の

名称を記載している。 

２ 上記連結子会社は特定子会社に該当しない。 

３ 上記連結子会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出していない。 

４ 上記連結子会社の売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)は連結売上高の10％を超えていない。 

５ 平成18年11月27日付で住所が東京都千代田区に移転している。 

  

  

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

ニチモコミュニティ㈱ 東京都豊島区 100 
請負工事
マンション管理 
賃貸管理 

100.0

当社分譲マンション等の建物管理、
リフォーム工事及び賃貸管理等を行
っている。 
役員の兼任  ２名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員である。 

２ 従業員数の( )内の数値は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員を外書で示している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

２ 従業員数の( )内の数値は、臨時従業員の当事業年度における平均雇用人員を外書で示している。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていないが、労使関係は円満に推移している。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産分譲事業 141 (18) 

請負工事事業 38  (2) 

その他事業 103 (234) 

全社(共通) 45  (1) 

合計 327 (255) 

従業員数(人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円) 

174 (17) 40歳６ヶ月 11年６ヶ月 6,313,528 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、日銀がゼロ金利政策を解除した後も、設備投資が高水準となり、雇用も

改善傾向が続き、景気は堅調に推移してきた。 

当不動産業界では、東京、大阪、名古屋の３大都市圏で地価が上昇に転じ、地方中核都市でも地価反転の動きが

目立ち、地方圏でも下落率が縮小した。 

分譲マンション市場では、事業用地の取得競争激化によりコスト上昇が顕在化する一方、長期にわたる大量供給

により厳しい販売競争が続いた。 

このような事業環境のもと、当社グループは「お客様第一主義」をテーマに掲げ、「ゆとり」と「やさしさ」を

キーワードに、誰もが住みやすく生活の豊かさの実現を目指した商品開発に努め、大型ファミリーマンション、都

心部での都市型コンパクトマンション及びワンルームマンションなどの販売・営業活動を積極的に展開した。ま

た、請負工事事業においても建物管理事業との連携を強化し、長期修繕計画に基づき管理組合等のお客様に対する

提案型営業などを積極的に推進した。 

その結果、当連結会計年度の売上高が56,369百万円(前連結会計年度比4.6％減)となり、経常利益は2,653百万円

(前連結会計年度比24.3％増)、当期純利益は2,606百万円(前連結会計年度比15.1％減)となった。 

当社グループは、平成15年11月に財務体質の改善とマンション分譲事業を中心としたコア事業への経営資源の集

中を骨子とした「中期経営計画」(平成15年10月～平成18年９月)を策定し、自社保有賃貸事業からの撤退、マンシ

ョン分譲事業への集中と再構築、グループ会社の統合・改革、経費削減等の諸施策を確実に実行してきた。 

その結果、計画期間中の３期間にわたり、概ね計画どおりの収益を達成することができた。また、計画を大幅に

繰り上げて配当(復配)を実施するとともに、平成18年５月には第一種及び第二種優先株式を消却し、平成16年３月

に債務の株式化によって発行したすべての優先株式の消却等が完了した。 

これらの施策の実施により、中期経営計画の目標は達成できたものと考えている。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

① 不動産分譲事業 

不動産分譲事業は、大型ファミリーマンションの「パークウエスト東京」(東京都西東京市)、中・小型ファミ

リーマンションの「ルイシャトレ府中是政」(東京都府中市)、「Be FORT」(東京都江戸川区)、「ルイシャトレ新

百合ヶ丘」(川崎市麻生区)、「新大阪ウィスト」(大阪市淀川区)、都市型コンパクトマンションの「ヴォアール

日本橋人形町」(東京都中央区)、ワンルームマンションの「ジョイシティ日本橋３」(東京都中央区)などを中心

に販売し、当連結会計年度の売上高は51,298百万円(前連結会計年度比5.1％減)、営業利益は5,246百万円(前連結

会計年度比21.0％増)となった。 



② 請負工事事業 

請負工事事業は、提案型営業を推進し、当連結会計年度の売上高は2,677百万円(前連結会計年度比2.4％増)と

なったが、受注競争の激化などにより、営業利益は221百万円(前連結会計年度比5.9％減)となった。 

  

③ その他事業 

その他事業は、建物管理事業の管理戸数の増加などにより、当連結会計年度の売上高は2,537百万円(前連結会

計年度比2.2％増)、営業利益は246百万円(前連結会計年度比5.6％増)となった。 

  

  (注) 上記事業の種類別セグメントの金額は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含み、消費税等を含んでいない。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、積極的な事業用地の取得などによるたな卸資産の大幅

な増加などにより5,332百万円の減少(前連結会計年度は598百万円の増加)となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、貸し付けの増加などにより、2,532百万円の減少(前連結会計年度は89百

万円の減少)となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、調達が事業用地の取得に伴う借入れによる69,339百万円と新株予約権付

社債の発行による9,470百万円の合計78,810百万円であり、支出は借入金の返済などが58,823百万円、優先株式の有

償消却9,386百万円、配当金の支払373百万円などとなったことから、10,226百万円の増加(前連結会計年度は2,699

百万円の増加)となった。 

以上により、当連結会計年度のキャッシュ・フローは、2,361百万円増加し、現金及び現金同等物の当連結会計年

度末残高は8,847百万円となった。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

事業の種類別セグメントごとの売上高実績は次のとおりである。 

  

(注) 上記金額はセグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっており、消費税等を含んでいな

い。 

  

不動産分譲事業セグメントの売上高実績は次のとおりである。 

  

(注) 上記金額はセグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっており、消費税等を含んでいな

い。 

  

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

金額
(百万円) 

構成比 
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

比率 
(％) 

不動産分譲事業 54,063 91.5 51,298 91.0 △2,764 △5.1

請負工事事業 2,551 4.3 2,539 4.5 △12 △0.5

その他事業 2,477 4.2 2,531 4.5 54 2.2

合計 59,091 100.0 56,369 100.0 △2,722 △4.6

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

数量 
金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

数量
金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

比率 
(％) 

中高層住宅 1,489戸 51,458 95.2 1,812戸 48,172 93.9 △3,285 △6.4

 (関東地区) (1,341戸) (47,199) (87.3) (1,373戸) (36,524) (71.2) (△10,674) (△22.6)

 (関西地区) (148戸) (4,258) (7.9) (439戸) (11,647) (22.7) (7,389) (173.5)

土地 1,456㎡ 2,411 4.5 2,373㎡ 2,410 4.7 △0 △0.0

その他 12件 193 0.3 16件 715 1.4 521 269.4

合計 ― 54,063 100.0 ― 51,298 100.0 △2,764 △5.1



３ 【対処すべき課題】 

(1) 経営の基本方針 

当社グループは、「お客様第一主義」をテーマに快適な住環境を実現したマンションを供給するとともに、住ま

われる方の立場でマンションの維持管理を行うことにより、社会に貢献することを経営の基本方針としている。 
  

(2) 中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

当社グループは、当連結会計年度において、収益力の向上と財務基盤の強化による経営の健全化という「中期経

営計画」(平成15年10月～平成18年９月)の目標を達成したことから、「企業再生ステージ」から「飛躍ステージ」

へのステップとして、以下の内容の新「中期経営計画(Action for Growth)」(平成18年10月～平成21年９月)を策定

し、持続的な利益成長と更なる財務基盤の強化に向けて全社をあげて取り組んでいく。 

  

① 自社ブランド『ルイシャトレ』『ヴォアール』の確立 

「ゆとり」と「やさしさ」をキーワードに常にお客様の視点に立った「真の快適さに満たされた住まい」の実

現を目指すとともに、ユニバーサルデザインをベースとした当社独自の商品開発理念である「イデアデザイン」

を進化させ、『ルイシャトレ』『ヴォアール』の商品企画力を高めることにより、他社との差別化を図り、自社

ブランドの確立を目指す。 

  

② ワンルーム事業の積極的展開 

東京都心部、地方中核都市のワンルーム需要は依然として高く、業界トップクラスのワンルーム供給実績を活

かし、今後も市場動向を見極めながら積極的な事業展開を図る。特に、最近の景気回復に伴う寮、社宅需要の増

加やマンスリーマンション、SOHOなど様々な分野を視野に入れた、タイプの異なるワンルームの供給にも注力す

る。 

  

③ 不動産関連事業の拡充 

請負工事事業、建物管理事業、賃貸管理事業、仲介事業等、不動産関連事業でのグループの総合力を活かし、

ライフスタイルやライフステージの変化におけるお客様のニーズを的確に把握し、リフォーム、住み替えなどの

提案型営業を積極的かつ迅速に行い、フィービジネス等の収益拡大を図る。 

  

④ 新規事業の積極的な開拓 

将来に向けた商品開発・事業戦略を中長期的視野で企画・立案するため、事業戦略室を新設し、同室を中心に

今後地域活性化の核となる再開発事業、区画整理事業等のプロジェクトへの取り組みも積極的に推進する。 

また、本中期経営計画期間中にマンションの建替え、リノベーション、コンバージョン、不動産流動化等の事

業も視野に入れて、将来の収益の柱となる新規事業の開拓に取り組む。 

  
  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業及び経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

には以下のようなものがある。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものである。 

(1) 市場変動 

当社グループは、分譲マンションに関わる事業をコアとしており、首都圏及び近畿圏を中心としたマンション市

場における需給の急激な悪化及び価格競争など、市場が大きく変動した場合には業績に影響を及ぼす可能性があ

る。 

  

(2) 不動産関連法則の変更 

将来において、宅地建物取引業法、建築基準法・都市計画法その他不動産関連法則が変更された場合には、新た

な義務の発生、費用負担の増加などにより、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 瑕疵担保責任 

品質管理には万全を期しているが、当社グループが開発・販売するマンションなどにおいて、瑕疵担保責任によ

る損害賠償責任が発生した場合は、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(4) 金利変動 

今後、金利が上昇した場合には、資金調達コストの増加や住宅購入顧客の購入意欲の減退などにより、業績に影

響を及ぼす可能性がある。 

  

(5) 訴訟事件 

当社は平成15年３月28日にアイシーアセット有限会社(原告)から当社が分譲する東京都文京区白山二丁目に所在

する物件の残代金を受領したが、同社は当社が分譲する他の物件の手付金として支払ったとの主張をおこない、不

当利得であるとしてその返還を求め平成16年３月４日に東京地方裁判所に訴訟を提起した。 

同訴訟については「原告の請求を棄却する」との判決を平成17年12月16日に受けた。同社はこの判決を不服とし

て控訴したが、東京高等裁判所より「本件控訴を棄却する」との判決を平成18年８月30日に受けた。当社として

は、当社の主張が認められた妥当な判決と考えるが、同社はこの判決を不服として上告し、現在最高裁判所におい

て訴訟係属中である。 

当社が、この上告審において敗訴した場合には当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はない。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループは、「中期経営計画」(平成15年10月～平成18年９月)に基づき、「お客様第一主義」をテーマに快適

な住環境を実現したマンションを供給するとともに、住まわれる方の立場でマンションの維持管理を行うことによ

り、収益力の向上を図り、経営の健全化に努めてきた。 

  

(1) 財政状態 

当連結会計年度末における資産合計額は77,038百万円となり、前連結会計年度末比19,469百万円(33.8％)の増加

となった。これは積極的な事業用地の取得などによるたな卸資産の増加などによるものである。 

また、当連結会計年度末における負債合計額は67,320百万円となり、前連結会計年度末比17,123百万円(34.1％)

の増加となった。これは事業用地の取得などによる借入金、支払手形及び買掛金の増加などによるものである。 

当連結会計年度末における純資産合計額は9,718百万円となり、前連結会計年度末比2,346百万円(31.8％)の増加

となった。これは資本金が第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行ならびに転換により9,500百万円増加し

たが、第一種及び第二種優先株式の有償消却により9,386百万円減少したことや利益剰余金が2,229百万円増加した

ことなどによるものである。 

  

(2) 経営成績 

当連結会計年度は、都心部でのワンルームマンションの販売が大幅に増加したものの、大型ファミリーマンショ

ンの販売が減少したことなどにより、売上高は56,369百万円と前連結会計年度比2,722百万円(4.6％)の減少となっ

た。一方、経常利益は不動産分譲事業での利益率の改善などにより、2,653百万円と前連結会計年度比518百万円

(24.3％)の増加となり、当期純利益は2,606百万円と前連結会計年度比463百万円(15.1％)の減少となった。 

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは当連結会計年度において重要な設備投資は行っていない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年９月30日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は車両、器具備品である。 
２ 建物及び構築物欄の［ ］内の数値は賃借中の建物の面積(㎡)を示している。 
３ 上記のほか、主要な賃借中の不動産転貸用建物は次のとおりである。 

平成18年９月30日現在 

４ 上記金額は、消費税等を含んでいない。 
５ 本社は平成18年11月20日に東京都千代田区に移転している。 
６ ニチモコミュニティ㈱の本社は、平成18年11月27日に東京都千代田区に移転している。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループでは当連結会計年度末において、重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物

及び構築物 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都豊島区) (注)5 

不動産分譲 
全社 

事務所他
10

[1,534]
20 30 136

大阪支店 
(大阪市北区) 

不動産分譲 
全社 

事務所他
16
[630]

10 27 38

合計     
27

[2,165]
31 58 174

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物

及び構築物 
(面積㎡) 

その他 合計 

ニチモコミ
ュニティ㈱ 

本社他 
(東京都 
豊島区他) 
  (注)6 

請負工事
その他 
全社 

事務所他
24

[1,841]
9 33 153

合計       
24

[1,841]
9 33 153

会社名 事業部門の名称 設備の内容 面積(㎡) 摘要 

ニチモコミュニティ㈱ 不動産賃貸 賃貸施設 10,496 中高層住宅11棟 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) １ 「普通株式につき消却があった場合または優先株式につき消却もしくは普通株式への転換があった場合には、これに相当

する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

  なお、平成18年12月21日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除された。 

２ 平成18年５月20日付で第一種優先株式及び第二種優先株式を全て有償消却したため、第一種優先株式は17,476,000株減少

し2,524,000株、第二種優先株式は13,812,000株減少し1,188,000株となっている。 

３ 平成18年12月21日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、定款に定める第一種優先株式及び第二種優先株

式の発行可能株式総数は削除された。 

  

② 【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 250,000,000

第一種優先株式 2,524,000

第二種優先株式 1,188,000

計 253,712,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 195,834,571 195,834,571

東京証券取引所
(市場第二部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 195,834,571 195,834,571 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成14年12月19日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金391百万円を取崩し、欠損填補に充てている。 

２ 平成15年12月26日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金807百万円を取崩し、欠損填補に充てている。 

３ 平成15年12月26日開催の定時株主総会の決議により、欠損填補のため資本減少を行った。資本金が14,677百万円減少して

いる。 

４ 平成16年３月23日各種優先株式の発行により、発行済株式総数が44,433千株、資本金が4,443百万円、資本準備金が4,443

百万円増加している。 

５ 平成16年３月３日開催の取締役会の決議により、資本準備金９百万円を資本金に組入れた。資本金が９百万円増加し、資

本準備金が９百万円減少している。 

６ 平成16年４月１日から平成16年９月24日までの間に、第三種優先株式及び第四種優先株式の普通株式への転換により、第

三種優先株式5,495千株及び第四種優先株式7,650千株がそれぞれ減少し、普通株式32,862千株が増加している。その結

果、発行済株式総数は19,717千株増加し、124,908千株となった。 

７ 平成16年12月22日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金を全額取崩し、欠損填補に充てている。 

８ 平成16年12月22日開催の定時株主総会の決議により、欠損填補のため資本減少を行った。資本金が3,013百万円減少して

いる。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年12月19日 
(注)１ 

― 60,758 ― 14,687 △391 807

平成15年12月26日 
(注)２ 

― 60,758 ― 14,687 △807 ―

平成16年２月13日 
(注)３ 

― 60,758 △14,677 10 ― ―

平成16年３月23日 
(注)４ 

44,433 105,191 4,443 4,453 4,443 4,443

平成16年３月23日 
(注)５ 

― 105,191 9 4,463 △9 4,433

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月24日 

(注)６ 
19,717 124,908 ― 4,463 ― 4,433

平成16年12月22日 
(注)７ 

― 124,908 ― 4,463 △4,433 ―

平成17年２月８日 
(注)８ 

― 124,908 △3,013 1,449 ― ―

自 平成17年１月18日 
至 平成17年５月30日 

(注)９ 
29,648 154,557 2,501 3,950 498 498

自 平成18年２月22日 
至 平成18年４月20日 

(注)10 
50,722 205,279 7,300 11,250 ― 498

平成18年５月20日 
(注)11 

△31,288 173,991 △9,386 1,863 ― 498

自 平成18年８月24日 
至 平成18年９月28日 

(注)12 
21,843 195,834 2,200 4,063 ― 498

  (発行株式数) (発行形態) (割当先) (発行価格) (資本組入額)

第一種優先株式 
  
  

17,476千株 
  
  

有償 
  
  

第三者
割当 
  

株式会社横浜銀行、
株式会社みずほコーポ
レート 

200円 
  
  

100円 
  
  

第二種優先株式 
  

13,812千株 
  
有償 
  

第三者
割当 

株式会社りそな銀行
  

200円 
  

100円 
  

第三種優先株式 
  
  

5,495千株 
  
  

有償 
  
  

第三者
割当 
  

株式会社横浜銀行、
株式会社みずほコーポ
レート 

200円 
  
  

100円 
  
  

第四種優先株式 
  

7,650千株 
  
有償 
  

第三者
割当 

株式会社りそな銀行
  

200円 
  

100円 
  



９ 平成17年１月18日から平成17年５月30日までの間に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第２回無担保転換社

債型新株予約権付社債の新株予約権の行使により、普通株式が29,648千株、資本金が2,501百万円、資本準備金が498百万

円それぞれ増加している。 

10 平成18年２月22日から平成18年４月20日までの間に、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使によ

り、普通株式が50,722千株、資本金が7,300百万円それぞれ増加している。 

11 平成18年４月12日開催の臨時株主総会の決議により、第一種優先株式及び第二種優先株式の有償消却のため資本減少を行

った。第一種優先株式17,476千株及び第二種優先株式13,812千株がそれぞれ減少し、発行済株式総数が31,288千株、資本

金が9,386百万円それぞれ減少している。 

12 平成18年８月24日から平成18年９月28日までの間に、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使によ

り、普通株式が21,843千株、資本金が2,200百万円それぞれ増加している。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 自己株式51,844株は、「個人その他」に51単元、「単元未満株式の状況」に844株を含めて記載している。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が、「その他の法人」に43単元含まれている。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 13 50 179 44 ― 14,602 14,888 ―

所有株式数 
(単元) 

― 21,222 26,012 16,904 11,953 ― 119,560 195,651 183,571

所有株式数 
の割合(％) 

― 10.85 13.29 8.64 6.11 ― 61.11 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 次の法人から、当事業年度中に大量保有報告書の提出があり(報告義務発生日 平成18年９月30日)、次のとおり株式を所有

している旨報告を受けているが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないので、上記

「大株主の状況」では考慮していない。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10
号 

15,194 7.76

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 8,951 4.57

SBIイー・トレード証券株式会
社 

東京都港区六本木一丁目６番１号 3,637 1.86

ノムラ シンガポール リミテッ
ド アカント ノミニー エフジ
ェー205 
(常任代理人 野村證券株式会
社) 

6  BATTERY  ROAD  #39-01  STANDARD 
CHARTERED BANK BLDG. SINGAPORE 0104 
(東京都中央区日本橋一丁目９番１号) 

3,436 1.75

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 3,000 1.53

旭化成建材株式会社 東京都港区東新橋二丁目12番７号 2,831 1.45

小 林 実 夫 長野県中野市 1,880 0.96

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場一丁目18番11号 1,678 0.86

吉 井 立 彦 千葉市美浜区 1,505 0.77

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目11番地１号 1,448 0.74

計 ― 43,561 22.24

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 5,472 2.79



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が43,000株(議決権43個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式844株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はない。 

  

  区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

  無議決権株式 ― ―   

  議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

  議決権制限株式(その他) ― ― ― 

  完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 51,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

  完全議決権株式(その他) 
普通株式 

195,600,000 
195,600 同上 

  単元未満株式 普通株式 183,571 ― 同上 

  発行済株式総数 195,834,571 ― ― 

  総株主の議決権 ― 195,600 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ニチモ株式会社 

大阪市北区堂島浜 
一丁目４番４号 

51,000 ― 51,000 0.03

計 ― 51,000 ― 51,000 0.03



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注) 当期間における取得自己株式には、平成18年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めていない。 

  

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成18年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めていない。 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(千株) 価額の総額(百万円) 

当事業年度における取得自己株式 6 1 

当期間における取得自己株式 0 0 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(千株) 
処分価額の総額
(百万円) 

株式数(千株)
処分価額の総額 
(百万円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 51 ― 52 ― 



３ 【配当政策】 

当社は株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つと位置付けている。各事業年度の業績に対応した利益配分

を基本として安定した株主配当を維持するとともに、財務体質の強化を図るための内部留保の充実等も勘案して、剰

余金の配当を決定することとしている。 

なお、当事業年度の業績及び財務体質の状況等を勘案し、普通株主への当期末の配当金は、１株につき２円とし

た。 

  

４ 【株価の推移】 

① 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、平成13年10月１日から平成16年１月31日までは東京証券取引所市場第一部、平成16年２月１日から平成

18年９月30日までは同取引所市場第二部におけるものである。 

  

② 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

  

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高(円) 76 145 191 179 234

最低(円) 31 13 34 71 100

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 186 165 135 137 125 124

最低(円) 153 128 104 100 109 104



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
代表取締役 

  辻   征 二 昭和20年１月９日生

昭和42年４月 株式会社大和銀行(現株式会社り

そな銀行)入行 

96

平成７年６月 同行取締役に就任、東京融資部長 
平成10年６月 同行常務取締役に就任、東京営業

部長 
平成11年11月 当社顧問

平成11年12月 当社代表取締役社長に就任(現) 

常務取締役 

執行役員 
大阪支店長 
兼関西住宅 
事業部担当 

森   保 人 昭和23年７月４日生

昭和47年３月 株式会社長谷川工務店(現株式会

社長谷工コーポレーション)入社 

48

平成11年６月 株式会社長谷工都市開発代表取締

役社長に就任 
平成12年７月 当社顧問

平成12年８月 当社大阪支店長(現)

平成12年12月 当社取締役に就任、執行役員関西

住宅事業部担当(現) 
平成13年12月 当社常務取締役に就任(現) 

常務取締役 

執行役員 
社長室長 
兼財務 
経理部・ 
IR室担当 

杉 町   信 昭和27年11月９日生

昭和51年４月 株式会社大和銀行(現株式会社り

そな銀行)入行 

18

平成９年４月 同行東大阪支店長

平成11年５月 同行渉外部次長

平成13年４月 当社社長室長(現)

平成15年12月 当社常務取締役に就任(現)、執行

役員(現)、経営管理部・関連会社

担当 
平成16年４月 当社管理部、財務経理部担当(現) 
平成18年７月 当社IR室担当(現)

常務取締役 執行役員 
住宅事業本部長 

湯 川   均 昭和28年７月18日生

昭和54年４月 当社入社

57

平成元年10月 当社開発企画事業部企画室長 
平成11年10月 当社関東住宅事業部長

平成12年12月 当社執行役員(現)

平成13年10月 当社住宅事業本部長(現)

平成13年12月 当社取締役に就任

平成17年12月 当社常務取締役に就任(現) 

取締役 

執行役員 
企画部長 
兼総務部・ 
関連会社担当 

髙 橋 幸 孝 昭和29年12月26日生

昭和54年４月 当社入社

42

平成10年10月 当社関東住宅事業部管理部長 
平成11年10月 当社社長室経営管理部長

平成13年12月 当社執行役員(現)、社長室経営企

画部長 
平成15年12月 当社取締役に就任(現)、企画部長

(現)、財務経理部担当 
平成16年４月 当社総務部・関連会社担当(現) 

取締役   小 林 宏 史 昭和30年３月１日生

昭和54年４月 旭化成工業株式会社(現旭化成株

式会社)入社 

1

平成13年11月 同社建材事業部門建材製造所富士

建材工場長 
平成15年６月 旭化成建材株式会社企画管理部長 
平成16年６月 同社取締役に就任(現)、常務執行

役員企画管理部長(現) 
平成16年12月 当社取締役に就任(現)

取締役   篠 木 利 男 昭和22年６月25日生

昭和41年３月 株式会社大和銀行(現株式会社り

そな銀行)入行 

65

平成10年１月 同行船橋支店長

平成12年４月 当社顧問

平成12年12月 当社執行役員 関東住宅事業部 
副事業部長 

平成16年２月 当社企画部システム部長

平成18年12月 ニチモコミュニティ株式会社代表

取締役社長に就任(現) 
平成18年12月 当社取締役に就任(現)



  

(注) １ 取締役小林宏史は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２ 監査役門内靖彦、監査役綱島雅和は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役   門 内 靖 彦 昭和19年３月９日生

昭和41年４月 株式会社横浜銀行入行

23

平成３年６月 同行取締役に就任、法人営業第２

部長 
平成８年９月 横浜シティ証券株式会社代表取締

役常務取締役に就任 
平成11年４月 株式会社横浜銀行顧問

平成11年12月 当社常勤監査役に就任(現) 

常勤監査役   美 和 久 則 昭和23年７月20日生

昭和47年３月 当社入社

65

平成10年７月 当社経理部長

平成10年12月 当社取締役に就任、経理部担当 
平成12年12月 当社執行役員

平成14年12月 当社常務取締役に就任、管理部

門・関連会社担当 
平成15年12月 当社常勤監査役に就任(現) 

常勤監査役   綱 島 雅 和 昭和24年10月12日生 

昭和47年４月 株式会社大和銀行(現株式会社り

そな銀行)入行 

5

平成11年７月 同行東京金融法人部長

平成12年６月 株式会社アゼル取締役企画部長に

就任 
平成13年６月 同社常務取締役総務部長に就任 
平成14年１月 同社専務取締役に就任

平成15年８月 株式会社大和銀カード東京支店調

査部長 
平成15年12月 当社常勤監査役に就任(現) 

計 424



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、健全で透明性の高い企業経営をめざし、継続的に企業価値を増大させていくことが経営上、最も重要な課

題と考えており、これらの実現のために、コーポレート・ガバナンスの充実に関する以下の施策を実施している。 

  

(1) 会社の機関の内容 

① 取締役会 

取締役会は、原則月１回の開催としている。当事業年度においては、必要に応じて開催する臨時取締役会と併

せて、17回開催しており、法令等が求める専決事項、その他重要事項、経営方針等に関する意思決定と取締役の

業務執行の監督を行っている。 

また、取締役会は、取締役７名、うち社外取締役１名で構成し、取締役の任期は、経営活性化を目的として１

年と定めている。 

なお、社外取締役と当社との間に特別な利害関係はない。 

② 経営会議 

経営会議は、原則月１回の開催としている。当事業年度においては14回開催しており、取締役会審議事項の事

前審議、並びに取締役会が委譲した権限の範囲内での重要な業務執行に関する案件の審議・検討を行っており、

構成員は、取締役、執行役員及びグループ会社の代表取締役等としている。 

③ 監査役、監査役会 

当社は監査役制度を採用し、監査役会は、当事業年度においては15回開催している。各監査役は監査役会が定

めた監査方針に基づき、グループ全体の業務及び財産状況の調査をはじめ、取締役会及び経営会議に出席して必

要な意見を述べ、取締役会の意思決定、取締役の業務執行を監査している。 

また、監査役会は、監査役３名、うち社外監査役２名で構成している。監査役は、内部監査部門及び会計監査

人から必要な報告を受け、意見交換を行うなど、監査の実効性の向上をめざしている。 

なお、社外監査役２名と当社との間に特別な利害関係はない。 

④ 内部監査部門 

当社は、関係会社を含めた業務の適正性、妥当性及び遵法性等を監査する目的で内部監査部門(人員３名)を設

置している。また、会計監査人の指摘事項についてのフォロー、改善状況等の確認を行っている。 

⑤ 外部機関 

当社は、複数の弁護士、税理士並びに税理士法人と顧問契約を結び、日常業務又は経営判断上必要な指導・助

言等を適宜受けている。また、監査法人とも監査契約を締結し、法令に基づく公正な会計監査を実施している。 

  

(2) 内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況 

当社は、平成18年５月15日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針に関し、下記のとおり決

議し、その体制の整備に努めている。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

a．当社の企業理念に基づき、すべての役職員は、法令、定款及びその他社内規則等を遵守し、行動することとし

ている。その更なる徹底を図るため、「コンプライアンス委員会」を新設し、同委員会が全役職員を対象とす

るコンプライアンス等に関する教育・研修を随時実施するなど、全社のコンプライアンスの取り組みを横断的

に統括する。 

b．また、法令や社内規則等に対する違法行為や潜在的なリスクに対する組織としての自浄機能を向上させること

を目的に、社内通報制度「コンプライアンス・ホットライン」を導入し、役職員相互の牽制機能、コンプライ

アンス意識の向上に努めている。 

c．内部監査部門は、定例または臨時の内部監査を実施するとともに、「コンプライアンス委員会」、「コンプラ

イアンス・ホットライン」等の制度が適正に機能しているか否かについて監査を実施する。 

d．こうした活動は、適宜、取締役会及び監査役会に報告し、上記体制の充実に努める。 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁情報により電磁的に記録し、保存する。

取締役及び監査役は文書管理規程により、これらの文書等を閲覧できるものとする。文書管理規程の改訂につい

ては、取締役会の承認を得るものとする。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 



「コンプライアンス委員会」がグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、リスクカテゴリー毎の責任

部署、管理方法等を定めるなど、リスク管理体制を明確化する。また、内部監査部門が各部署毎のリスク管理の

状況を監査し、適宜、取締役会等に報告する。 

なお、不測の事態が生じた場合には、危機管理規程に基づき、社長を本部長とする「危機対策本部」を設置

し、迅速な対応を行い、被害の拡大を防止しこれを最小限に抑える体制を整えている。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

a．決裁権限規程に基づく職務権限及び意思決定ルールを遵守し徹底することなどにより、取締役の職務の執行が

適正かつ効率的に行われるよう努める。 

b．取締役は、原則月１回開催する定例取締役会、必要に応じて開催する臨時取締役会において、会社法等が求め

る専決事項、その他重要事項、経営方針等に関する意思決定を行う。また、意思決定と業務執行の機能を分離

し、経営の効率化を図るため執行役員制度を導入している。業務執行取締役は、定例取締役会において、会社

法等の定めに基づいて、業務執行状況の報告を行う。 

c．取締役会で審議を行う前に、経営会議を開催し、取締役会審議事項の事前審議、並びに取締役会が委譲した権

限の範囲内での重要な業務執行に関する案件の審議または検討を行うことにより、取締役会における審議が充

実し、かつ円滑に行われるよう努める。 

d．取締役会は、上記の体制を確保するため、業務の実態に合わせて取締役会決議事項等の見直しを図り、また

「取締役会規程」その他必要な規程の整備を行う。 

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

a．当社の所管部門において、子会社に対する必要な統制を行っている。また、当社及び子会社がそれぞれ開催す

る経営会議に相互に特定の取締役が出席することにより、経営上の目標や課題の共有化を図るとともに、当

社・子会社間の情報伝達の迅速化を確保する。 

b．当社が実施する取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理、内部監査部門が実施する定例及び臨時の内部監

査、「コンプライアンス委員会」、「コンプライアンス・ホットライン」等の体制や制度は、子会社に対して

も適用または対象とし、企業集団として一体的に業務の適正化を確保する。 

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人の設置及び独立性に関する事項 

監査役の職務を補助する使用人は当面設置しないことにする。 

但し、監査役から当該使用人の設置を求められた場合、監査役の職務を補助する使用人または専属部署の設

置、使用人の取締役からの独立性に関する事項などを具体的に定めることとする。 

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

a．取締役及び使用人が監査役会に報告すべき事項は下記の通りに定める。 

 ⅰ) 取締役会・経営会議決議及び代表取締役の決裁に関する事項 

 ⅱ) 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

 ⅲ) 役職員による法令・定款違反、訴訟、不祥事等に関する事項 

 ⅳ) その他コンプライアンス上重要と判断した事項 



b．上記の報告に関する体制を適正に確保するため、「コンプライアンス委員会」等は必要な規程の制定・整備を

関係部署に指示、または自らそれを行う。 

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

a．内部監査部門は、内部監査の実施計画の事前説明、内部監査の結果等の報告を行い、意見を求め、また、追加

監査の実施要請等を受けることなどにより、監査役会との連携を図り、監査役監査の実効性の確保と向上に協

力する。 

b．監査役は、会社法等の定めに基づいて、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行に関

する監視・監督を行うことにより、監査役監査の実効性の確保に努める。 

c．また、監査役は、必要に応じて、業務執行取締役、重要な使用人及び関係部門などに対し、調査やヒアリング

を実施し、代表取締役社長、子会社監査役及び会計監査人とも、それぞれ定期的に意見交換会を開催する。 

  

(3) 会計監査の状況 

当社は、会社法監査と証券取引法監査について、恒栄監査法人と監査契約を締結している。同監査法人及び当

社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間に特別の利害関係はない。 
  

・業務を執行した公認会計士の氏名、継続監査年数等 
  

  

・会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士５名、会計士補１名 

  

(4) 役員報酬の内容 
  

取締役及び監査役に支払った報酬(年額) 
  

(注) １ 当事業年度末在籍人員は、取締役７名、監査役３名である。 

２ 上記の取締役報酬のほか、使用人兼務取締役２名に対して、使用人給与相当額計13百万円を別途支給してい

る。 

３ 前事業年度の利益処分による役員賞与金及び当事業年度中の株主総会決議による役員退職慰労金の支給はな

い。 

４ 当事業年度に係る役員賞与金の支給はない。 

  

(5) 監査報酬の内容 
  

当社の会計監査人である恒栄監査法人に対する報酬(年額) 
  

氏 名 所属する監査法人 継続監査年数 

代表社員 
業務執行社員 

工 藤 隆 則 恒栄監査法人 10 

代表社員 
業務執行社員 

椿 本 雅 朗 恒栄監査法人 ― 

  人 数 報酬額 報酬限度額 

取締役 ６名 75百万円 180百万円 

監査役 ３名 31百万円  48百万円 

報  酬 支払額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 27百万円 

上記以外の業務に基づく報酬 0百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

また、前連結会計年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

また、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)及

び前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)並びに当連結会計年度(平成17年10月１日から平成18年９

月30日まで)及び当事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、恒

栄監査法人により監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  6,485 8,847  

２ 受取手形及び売掛金 ※２  2,133 1,959  

３ たな卸資産 ※２  40,902 53,690  

４ 繰延税金資産  986 1,024  

５ その他  5,650 9,848  

貸倒引当金  △19 △108  

流動資産合計  56,137 97.5 75,261 97.7

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 75 93    

減価償却累計額 41 33 41 51  

(2) その他 136 139    

減価償却累計額 91 45 99 40  

有形固定資産合計  79 0.1 91 0.1

２ 無形固定資産  481 0.8 385 0.5

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  34 220  

(2) 繰延税金資産  10 ―  

(3) その他 ※１  996 1,167  

貸倒引当金  △170 △87  

投資その他の資産合計  870 1.6 1,299 1.7

固定資産合計  1,431 2.5 1,777 2.3

資産合計  57,569 100.0 77,038 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金 ※６  10,520 16,119  

２ 短期借入金 ※２  31,281 34,899  

３ 未払法人税等  37 28  

４ 賞与引当金  170 239  

５ その他  2,062 2,959  

流動負債合計  44,071 76.6 54,245 70.4

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※２  5,371 12,269  

２ 退職給付引当金  521 595  

３ その他  232 209  

固定負債合計  6,124 10.6 13,074 17.0

負債合計  50,196 87.2 67,320 87.4

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  3,950 6.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  498 0.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  2,926 5.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  0 0.0 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４  △3 △0.0 ― ―

資本合計  7,372 12.8 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 57,569 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   ―     4,063   

２ 資本剰余金   ―     498   

３ 利益剰余金   ―     5,155   

４ 自己株式   ―     △4   

株主資本合計   ― ―   9,713 12.6 

Ⅱ 評価・換算差額等             

  その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     5   

評価・換算差額等合計   ― ―   5 0.0 

純資産合計   ― ―   9,718 12.6 

負債純資産合計   ― ―   77,038 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  59,091 100.0 56,369 100.0

Ⅱ 売上原価  47,791 80.9 43,724 77.6

売上総利益  11,300 19.1 12,645 22.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  7,964 13.5 8,631 15.3

営業利益  3,335 5.6 4,014 7.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 51 56   

２ 契約違約金収入 54 43   

３ 受取手数料 32 51   

４ 事務所移転補償収入 ― 53   

５ その他 40 178 0.3 29 233 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 1,140 1,324   

２ 貸倒引当金繰入額 ― 5   

３ その他 237 1,378 2.3 265 1,594 2.8

経常利益  2,135 3.6 2,653 4.7

Ⅵ 特別利益    

  過年度損益修正益 ※２ 18 18 0.0 15 15 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 過年度損益修正損 ※３ 38 57   

２ 固定資産除売却損 ※４ 28 11   

３ 出資金評価損 ― 7   

４ 貸倒引当金繰入額 0 ―   

５ その他 5 73 0.1 6 83 0.1

税金等調整前当期純利益  2,079 3.5 2,585 4.6

法人税、住民税 
及び事業税 

7 7   

法人税等調整額 △997 △990 △1.7 △27 △20 △0.0

当期純利益  3,069 5.2 2,606 4.6

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,433 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   新株予約権付社債の
   権利行使による増加 

  498 498 

Ⅲ 資本剰余金減少高     

   欠損てん補による減少額   4,433 4,433 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   498 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △7,591 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 当期純利益   3,069   

 ２ 資本金取崩しによる
   増加額 

  3,013   

 ３ 資本剰余金取崩額   4,433 10,517 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   2,926 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日残高(百万円) 3,950 498 2,926 △3 7,371 

連結会計年度中の変動額           

 新株予約権行使による 
 新株の発行 9,500       9,500 

 優先株式の有償消却 △9,386       △9,386 

 剰余金の配当     △377   △377 

 当期純利益     2,606   2,606 

 自己株式の取得       △1 △1 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)         ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 113 ― 2,229 △1 2,341 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,063 498 5,155 △4 9,713 

  

評価・換算 
差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成17年９月30日残高(百万円) 0 7,372 

連結会計年度中の変動額     

 新株予約権行使による 
 新株の発行   9,500 

 優先株式の有償消却   △9,386 

 剰余金の配当   △377 

 当期純利益   2,606 

 自己株式の取得   △1 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 4 4 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 4 2,346 

平成18年９月30日残高(百万円) 5 9,718 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  2,079 2,585

２ 減価償却費  147 144

３ 貸倒引当金の増減額  △16 6

４ 受取利息及び受取配当金  △51 △59

５ 支払利息  1,140 1,324

６ 固定資産除売却損益  28 11

７ 出資金評価損  ― 7

８ 売上債権の減少額  2,375 173

９ たな卸資産の増加額  △2,567 △12,788

10 前渡金の増減額  733 △27

11 前払費用の増減額  132 △725

12 仕入債務の増加額  278 5,598

13 前受金の増減額  △1,648 498

14 その他  △925 △778

小計  1,707 △4,029

15 利息及び配当金の受取額  51 59

16 利息の支払額  △1,150 △1,305

17 法人税等の支払額  △10 △56

営業活動によるキャッシュ・フロー  598 △5,332



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形無形固定資産の取得による支出  △84 △73

２ 有形無形固定資産の売却による収入  1 0

３ 投資有価証券の取得による支出  ― △177

４ 出資金の払込による支出  △0 △0

５ 出資金の回収による収入  0 1

６ 貸付けによる支出  △16 △2,352

７ 貸付金の回収による収入  13 339

８ 差入敷金保証金の支出  △26 △293

９ 差入敷金保証金の返還による収入  22 21

10 その他  0 2

投資活動によるキャッシュ・フロー  △89 △2,532

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入れによる収入  47,323 56,105

２ 短期借入金の返済による支出  △28,634 △45,951

３ 長期借入れによる収入  15,733 13,234

４ 長期借入金の返済による支出  △34,696 △12,872

５ 新株予約権付社債発行による収入  2,975 9,470

６ 優先株式の有償消却に伴う支出  ― △9,386

７ 配当金の支払額  ― △373

８ その他  △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー  2,699 10,226

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  3,208 2,361

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  3,276 6,485

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,485 8,847



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   １社 

  連結子会社の名称 

   ニチモコミュニティ株式会社 

(1) 連結子会社の数   １社 

  連結子会社の名称 

    同左 

  (2) 非連結子会社の名称 

   ニチモUD株式会社 

   興化ニチモプラスチック製品有

限公司 

   揚州ニチモ広興不動産有限公司 

   昆山金模不動産開発有限公司 

(2) 非連結子会社の名称 

    同左 

    連結の範囲から除いた理由 

   非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため除外している。 

  連結の範囲から除いた理由 

    同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法非適用会社は、上記非連結子会

社４社及び関連会社揚州ニチモハン溝

内装工事有限公司他１社である。 

持分法非適用会社は当期純損益及び利

益剰余金等に与える影響が軽微であり

全体としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため持分法の適用

はしていない。 

    同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致している。 

    同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

  (a) 満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法) 

  (b) その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

  (a) 満期保有目的の債券 

     同左 

  (b) その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

       時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

     時価のないもの 

      同左 

   ② たな卸資産 

   個別法による原価法 

 ② たな卸資産 

    同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   定率法を採用している。 

   なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってい

る。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

    同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法を採用している。 

   なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっている。 

   ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)によってい

る。 

 ② 無形固定資産 

   定額法を採用している。 

   なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっている。 

   ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)によってい

る。 

   ③ 投資その他の資産 

   均等償却によっている。 

―――――― 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費は、支出時に全額費

用として処理している。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

    同左 

  (4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   売掛金、貸付金等債権の貸倒れ

による損失にそなえるため、一

般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上している。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

    同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給にそ

なえるため、支給見込額に基づ

き計上している。 

 ② 賞与引当金 

    同左 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付にそなえるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上している。 

   なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理している。 

   数理計算上の差異は、発生額を

翌連結会計年度に一括費用処理

する方法によっている。 

 ③ 退職給付引当金 

    同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式

によって処理している。ただし、

資産に係る控除対象外消費税等

は、発生連結会計年度の期間費用

として処理している。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

    同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してい

る。 

    同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいて作成している。 

―――――― 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっている。 

    同左 



  
(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用している。 

なお、この変更による損益への影響はない。 

―――――― (役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第

４号)を適用している。 

なお、この変更による損益への影響はない。 

―――――― (連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用している。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は9,718百

万円であり、この変更による影響はない。 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

(連結損益計算書) 

１ 前連結会計年度において営業外収益に区分掲記して

いた「受取配当金」(当連結会計年度０百万円)は、

重要性が減少したため、当連結会計年度より営業外

収益の「その他」に含めて表示している。 

２ 前連結会計年度において営業外収益に区分掲記して

いた「たな卸不動産賃貸収入」(当連結会計年度３

百万円)は、営業外収益の総額の100分の10以下とな

ったため、当連結会計年度より営業外収益の「その

他」に含めて表示している。 

―――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

当連結会計年度は、繰延税金資産997百万円及び法人税

等調整額997百万円を計上している。この結果、当期純

利益が997百万円増加している。これは、連結財務諸表

提出会社の翌期に発生が見込まれる課税所得に基づき計

上したものである。 

―――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(平成18年９月30日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

投資その他の資産「その他」 345百万円

         (出資金)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

投資その他の資産「その他」 345百万円

       (出資金)  

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

受取手形及び売掛金 1,583百万円

たな卸資産 38,025百万円

計 39,609百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

受取手形及び売掛金 1,370百万円

たな卸資産 44,839百万円

計 46,209百万円

   担保付債務は次のとおりである。 

短期借入金 31,220百万円

長期借入金 5,371百万円

計 36,591百万円

   担保付債務は次のとおりである。 

短期借入金 34,899百万円

長期借入金 9,436百万円

計 44,335百万円

※３ 株式の状況 

   発行済株式総数 

普通株式 123,269千株

第一種優先株式 17,476千株

第二種優先株式 13,812千株

 ３        ―――――― 

    

 

 

 

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりである。 

普通株式 45千株

 ４        ―――――― 

    

  

 

 ５ 偶発債務 

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関及
び住宅金融専門会社等に対する
連帯保証債務等 

2,838百万円

 ５ 偶発債務 

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関及
び住宅金融専門会社等に対する
連帯保証債務等 

5,185百万円

※６        ―――――― ※６ 期末日満期手形 

   連結会計年度末日に期日の到来する満期手形の会

計処理については、手形交換日をもって決済処理

している。 

   なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれている。 

支払手形 1,006百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次の

とおりである。 

広告宣伝費 2,342百万円

支払手数料 1,493百万円

給料手当 1,605百万円

退職給付費用 188百万円

賞与引当金繰入額 168百万円

貸倒引当金繰入額 11百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次の

とおりである。 

広告宣伝費 2,526百万円

支払手数料 1,183百万円

給料手当 1,767百万円

退職給付費用 215百万円

賞与引当金繰入額 236百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

※２ 過年度損益修正益の内訳 

貸倒引当金戻入額 0百万円

過年度販売経費等修正額 18百万円

計 18百万円

※２ 過年度損益修正益の内訳 

過年度販売経費等修正額 15百万円

※３ 過年度損益修正損の内訳 

過年度販売経費等修正額 38百万円

※３ 過年度損益修正損の内訳 

過年度販売経費等修正額 57百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳 

無形固定資産(電話加入権) 6百万円

固定資産撤去費用 21百万円

計 28百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳 

無形固定資産(電話加入権) 0百万円

固定資産撤去費用 11百万円

計 11百万円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

 普通株式の増加数は、新株予約権付社債の権利行使によるものである。 

 第一種優先株式の減少数は、有償消却によるものである。 

 第二種優先株式の減少数は、有償消却によるものである。 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

 増加数は、単元未満株式の買取りによるものである。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 123,269 72,565 ― 195,834

第一種優先株式(千株) 17,476 ― 17,476 ―

第二種優先株式(千株) 13,812 ― 13,812 ―

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 45 6 ― 51

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月21日 
定時株主総会 

普通株式 308 2.50 平成17年９月30日 平成17年12月22日 

平成17年12月21日 
定時株主総会 

第一種優先株式 38 2.21 平成17年９月30日 平成17年12月22日 

平成17年12月21日 
定時株主総会 

第二種優先株式 30 2.21 平成17年９月30日 平成17年12月22日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年12月21日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 391 2.00 平成18年９月30日 平成18年12月22日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 6,485百万円

現金及び現金同等物 6,485百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 8,847百万円

現金及び現金同等物 8,847百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債の権利行使 
による資本金増加額 

2,501百万円

新株予約権付社債の権利行使 
による資本準備金増加額 

498百万円

新株予約権付社債の減少額 3,000百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

  

新株予約権付社債の権利行使
による資本金増加額 

9,500百万円

新株予約権付社債の減少額 9,500百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

有形固定資産 
「その他」 

9 0 9

合計 9 0 9

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

有形固定資産
「その他」 

9 2 7 

合計 9 2 7 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

 (注) 同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

 (注) 同左 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年内 177百万円

１年超 232百万円

合計 410百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年内 145百万円

１年超 86百万円

合計 232百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年９月30日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

(注) 満期保有目的の債券で時価のあるものの国債・地方債等は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に計上してい

る。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益が発生していないため、記載を省略している。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
  

  

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの)   

国債・地方債等 14 15 0

小計 14 15 0

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの)  

国債・地方債等 25 25 △0

小計 25 25 △0

合計 40 40 0

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

株式 1 2 1

小計 1 2 1

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)  

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 1 2 1

種類 金額(百万円)

その他有価証券 

  非上場株式 32

合計 32

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券  

国債・地方債等 ― ― 40 ―

合計 ― ― 40 ―



当連結会計年度(平成18年９月30日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

(注) 満期保有目的の債券で時価のあるものの国債・地方債等は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に計上してい

る。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はない。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
  

  

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの)   

国債・地方債等 14 15 0

小計 14 15 0

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの)  

国債・地方債等 25 24 △0

小計 25 24 △0

合計 40 39 △0

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)  

株式 179 187 8

小計 179 187 8

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)  

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 179 187 8

種類 金額(百万円)

その他有価証券 

  非上場株式 32

合計 32

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券  

国債・地方債等 ― ― 40 ―

合計 ― ― 40 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成17年９月30日現在) 

デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はない。 

  

当連結会計年度(平成18年９月30日現在) 

デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はない。 

  

次へ 



(退職給付関係) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてい

る。 

  当社及び連結子会社は、全国不動産業厚生年金基金

に加入しており、当該厚生年金基金制度は退職給付

会計実務指針33項の例外処理を行う制度である。 

  同基金の年金資産残高のうち、当社及び連結子会社

の加入員数により按分した連結会計年度末の年金資

産残高は967百万円となる。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてい

る。 

  当社及び連結子会社は、全国不動産業厚生年金基金

に加入しており、当該厚生年金基金制度は退職給付

会計実務指針33項の例外処理を行う制度である。 

  同基金の年金資産残高のうち、当社及び連結子会社

の加入員数により按分した連結会計年度末の年金資

産残高は1,200百万円となる。 

２ 退職給付債務に関する事項 

(平成17年９月30日現在)

イ 退職給付債務 △1,167百万円

ロ 年金資産 283百万円

ハ 未積立退職給付債務 
  (イ＋ロ) 

△883百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

377百万円

ホ 未認識数理計算上の 
  差異 

△15百万円

ヘ 退職給付引当金 
  (ハ＋ニ＋ホ) 

△521百万円

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(平成18年９月30日現在)

イ 退職給付債務 △1,255百万円

ロ 年金資産 320百万円

ハ 未積立退職給付債務
  (イ＋ロ) 

△935百万円

ニ 会計基準変更時差異の
  未処理額 

339百万円

ホ 未認識数理計算上の
  差異 

0百万円

ヘ 退職給付引当金
  (ハ＋ニ＋ホ) 

△595百万円

 
  (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

  (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

３ 退職給付費用に関する事項 

(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日)

イ 勤務費用 171百万円

ロ 利息費用 19百万円

ハ 期待運用収益 △6百万円

ニ 会計基準変更時差異 
  の費用処理額 

37百万円

ホ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

△32百万円

ヘ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

190百万円

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(自平成17年10月１日 至平成18年９月30日)

イ 勤務費用 180百万円

ロ 利息費用 20百万円

ハ 期待運用収益 △7百万円

ニ 会計基準変更時差異
  の費用処理額 

37百万円

ホ 数理計算上の差異の
  費用処理額 

△15百万円

ヘ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

215百万円

 
  (注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ている。 

     ２ 上記退職給付費用以外に割増退職金２百

万円を支払っており、特別損失として計

上している。 

  (注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ている。 

     ２ 上記退職給付費用以外に割増退職金５百

万円を支払っており、特別損失として計

上している。 

     ３ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ている。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の 
  処理年数 

１年(発生翌年度
に一括費用処理) 

ホ 会計基準変更時差異の 
  処理年数 

15年 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の
  期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の
  処理年数 

１年(発生翌年度 
に一括費用処理) 

ホ 会計基準変更時差異の
  処理年数 

15年 



(税効果会計関係) 

  

  
前へ     

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 51百万円

賞与引当金損金不算入額 69百万円

退職給付引当金損金算入 
限度超過額 

202百万円

関係会社株式及び関係会社 
出資金評価損損金不算入額 

188百万円

税務上の繰越欠損金 11,164百万円

その他 161百万円

繰延税金資産小計 11,837百万円

評価性引当額 △10,840百万円

繰延税金資産合計 997百万円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

繰延税金資産の純額 996百万円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 39百万円

賞与引当金損金不算入額 97百万円

退職給付引当金損金算入
限度超過額 

240百万円

関係会社株式及び関係会社
出資金評価損損金不算入額 

188百万円

税務上の繰越欠損金 9,515百万円

その他 141百万円

繰延税金資産小計 10,224百万円

評価性引当額 △9,199百万円

繰延税金資産合計 1,024百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △3百万円

繰延税金負債合計 △3百万円

繰延税金資産の純額 1,021百万円
 

 平成17年９月30日現在の繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

流動資産―繰延税金資産 986百万円

固定資産―繰延税金資産 10百万円

固定負債―その他 △0百万円

 平成18年９月30日現在の繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

  

流動資産―繰延税金資産 1,024百万円

固定負債―その他 △2百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

  ％

法定実効税率 40.69

(調整)  

住民税均等割 0.34

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 

0.72

評価性引当額 △91.10

その他 1.74

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率 

△47.61

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

％

法定実効税率 40.69 

(調整)   

住民税均等割 0.27 

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.63 

評価性引当額 △63.46 

繰越欠損金の失効 16.47 

その他 4.60 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

△0.80 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分の主な内容 

事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類している。 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,413百万円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社及び連結子会社の管理部門等に係る費用である。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,495百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社及

び連結子会社の投資資金及び管理部門に係る資産等である。 

４ 事業区分の変更 

  従来、事業区分については「不動産分譲」「不動産賃貸」「請負工事」「その他」に区分していたが、前連結会計年度に

おいて自社保有の賃貸事業から撤退し、不動産賃貸関連の事業の重要性が低下したので、当連結会計年度より「不動産賃

貸」は「その他」のセグメントに含めている。 

  この結果、従来の事業区分で作成した場合に比べ「その他」のセグメントは、売上高が919百万円、営業費用が905百万

円、営業利益が14百万円、資産が403百万円、減価償却費が９百万円、資本的支出が３百万円増加している。 

５ 営業費用の配賦方法の変更 

  従来、管理部門等に係る営業費用は各セグメントに配賦していたが、当連結会計年度より消去又は全社の項目に含めてい

る。この変更は、各セグメントに帰属すべき費用をより明確にするために行った。 

  この結果、従来の配賦方法で作成した場合に比べ当連結会計年度のセグメント間の内部売上高又は振替高は「その他」が

49百万円少なく計上され、営業費用は「不動産分譲」が911百万円、「請負工事」が181百万円、「その他」が351百万円

(内、前連結会計年度において区分していた「不動産賃貸」が36百万円)少なく、消去又は全社が1,444百万円多く計上さ

れている。 

  

  
不動産 
分譲 
(百万円) 

  
請負工事 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

   売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

54,063 2,551 2,477 59,091 ― 59,091

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 62 5 68 (68) ―

計 54,063 2,614 2,482 59,159 (68) 59,091

   営業費用 49,728 2,379 2,248 54,356 1,399 55,756

   営業利益 4,334 235 233 4,803 (1,467) 3,335

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

   資産 53,908 655 509 55,073 2,495 57,569

   減価償却費 23 21 15 60 86 147

   資本的支出 0 2 9 12 19 31

不動産分譲 中高層住宅及び戸建住宅の分譲

請負工事 中高層住宅等のリフォーム工事及び電気工事、給排水衛生設備工事等の設計施工

その他 中高層住宅の建物管理、不動産の賃貸及び管理



当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分の主な内容 

事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類している。 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,649百万円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社及び連結子会社の管理部門等に係る費用である。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,200百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社及

び連結子会社の投資資金及び管理部門に係る資産等である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高がないため該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高がないため該当事項はない。 

  

  
不動産 
分譲 
(百万円) 

  
請負工事 

(百万円) 

その他 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

  
連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

   売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

51,298 2,539 2,531 56,369 ― 56,369

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 137 5 143 (143) ―

計 51,298 2,677 2,537 56,513 (143) 56,369

   営業費用 46,052 2,456 2,290 50,799 1,555 52,355

   営業利益 5,246 221 246 5,714 (1,699) 4,014

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

   資産 70,554 841 493 71,890 5,148 77,038

   減価償却費 25 18 16 59 85 144

   資本的支出 10 2 5 18 56 74

不動産分譲 中高層住宅及び戸建住宅の分譲

請負工事 中高層住宅等のリフォーム工事及び電気工事、給排水衛生設備工事等の設計施工

その他 中高層住宅の建物管理、不動産の賃貸及び管理



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含んでいない。 

２ 住宅の分譲価格は市場価格であり、支払条件は一般取引条件と同様である。 

３ 当該物件は共同事業であり、取引金額は当社持分相当額のみを記載している。 

  

当連結会計年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

(1) 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 取引金額には消費税等を含んでいない。 

２ 住宅の分譲価格は市場価格であり、支払条件は一般取引条件と同様である。 

  

(2) 子会社等 

  

(注) １ ニチモUD㈱へ貸付金に対しては、たな卸資産の担保を受け入れ、貸付利率については、市場金利を勘案して決定してい

る。 

２ ニチモUD㈱は平成18年11月27日をもって東京都千代田区に移転している。 

  

  

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 
(注)１，２ 

科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 辻 征二 ― ― 当社取締役 
社長 

(被所有)
直接  0.0 ― ― 住宅の分譲 3 前受金  3 

役員の
近親者 

専務取締役
武田 弘の
長女夫婦 

― ― ― ― ― ― 住宅の分譲
13
(注)３ ― ― 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 
(注)１，２ 

科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 辻 征二 ― ― 当社取締役 
社長 

(被所有)
直接  0.0 ― ― 住宅の分譲 32 ― ― 

属性 会社等 
の名称 

住所 
(注)２ 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容
取引の内容
(注)１ 

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

子会社 ニチモUD
㈱ 

東京都 
豊島区 10 不動産業 直接  100 ― ―

資金貸付 2,008 短期 
貸付金 2,111

受取利息 2 ― ― 

担保の受入 2,008 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり純資産額              8.49円 １株当たり純資産額             49.64円 

１株当たり当期純利益            27.46円 １株当たり当期純利益            17.06円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

16.05円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

12.33円

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり当期純利益  

 当期純利益 3,069百万円 2,606百万円

 普通株主に帰属しない金額 69百万円 ―百万円

 (内訳)優先株式配当金 69百万円 ―百万円

 普通株式に係る当期純利益 3,000百万円 2,606百万円

 普通株式の期中平均株式数 109,282千株 152,785千株 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

 当期純利益調整額 58百万円 ―百万円

 (内訳)優先株式配当金 69百万円 ―百万円

 (内訳)事務手数料 △10百万円 ―百万円

 普通株式増加数 81,340千株 58,532千株 

 (内訳)優先株式 78,220千株 49,503千株 

 (内訳)新株予約権付社債 3,120千株 9,028千株 



(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の内容 

  

(注) １ 本新株予約権付社債の発行後、毎月第４金曜日(ただし、初回は平成18年２月17日とする。)(以下「決定日」とい

う。)の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで(当日を含む。)の５連続取引日(ただし、終値のない日は除き、決

定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。)の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値の90％に相当する金額(円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。)に修正されており、新株予約権付社債の権利行使による新株へ

の転換が全て行われるまでの間それぞれ２月20日159.4円、２月27日139.6円、３月27日143.8円、５月１日143.4

円、５月29日131.0円、６月26日118.2円、７月31日99.0円、８月28日109.0円、９月25日99.1円と修正されてい

る。 

２ 本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の

行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 連結貸借対照表上は、短期借入金として表示している。 

２ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

ニチモ㈱ 

第３回無担保 
転換社債型新株予
約権付社債 
(注) 

平成18年 
２月13日 

― ― ― 無担保社債 
平成19年
２月13日 

発行すべき 
株式の内容 

株式予約権 
の発行価額 

株式の発行 
価格 
(円) 

発行価額の
総額 
(百万円) 

新株予約権
の行使により 
発行した株式 
の発行価額の 
総額(百万円) 

新株予約権
の付与割合
(％) 

新株予約権
の行使期間 

代用払込に
関する事項

ニチモ㈱ 
普通株式 

無償 
当初197円 
(注)１ 

9,500 9,500 100

自平成18年 
 ２月14日 
至平成19年 
 ２月９日 

(注)２ 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率(注)２
(％) 

返済期限 

短期借入金 22,097 32,251 2.963 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 
(注)１ 

9,184 2,648 2.403 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)     (注)３ 

5,371 12,269 2.287
平成19年10月31日～
平成21年６月30日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 36,652 47,168 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 10,966 1,303 ― ―



(2) 【その他】 

訴訟事件 

当社は平成15年３月28日にアイシーアセット有限会社(原告)から当社が分譲する東京都文京区白山二丁目に所在

する物件の残代金を受領したが、同社は当社が分譲する他の物件の手付金として支払ったとの主張をおこない、不

当利得であるとしてその返還を求め平成16年３月４日に東京地方裁判所に訴訟を提起した。 

同訴訟については「原告の請求を棄却する」との判決を平成17年12月16日に受けた。同社はこの判決を不服とし

て控訴したが、東京高等裁判所より「本件控訴を棄却する」との判決を平成18年８月30日に受けた。当社として

は、当社の主張が認められた妥当な判決と考えるが、同社はこの判決を不服として上告し、現在最高裁判所におい

て訴訟係属中である。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年９月30日) 
当事業年度 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  5,785 8,109  

２ 売掛金 ※２  1,732 1,411  

３ 販売用土地建物 ※２  3,175 3,979  

４ 開発用土地建物 ※２  37,702 49,621  

５ 前渡金  1,713 1,741  

６ 前払費用  2,142 2,852  

７ 繰延税金資産  986 1,024  

８ 短期貸付金 ※１  ― 2,111  

９ 預け金  970 ―  

10 立替金 ※１  629 2,508  

11 その他 ※１  65 498  

貸倒引当金  △16 △104  

流動資産合計  54,886 97.4 73,753 97.7

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 34 43    

減価償却累計額 17 16 15 27  

(2) 器具備品 89 91    

減価償却累計額 52 36 60 31  

有形固定資産合計  53 0.1 58 0.1

２ 無形固定資産     

(1) 商標権  1 1  

(2) ソフトウェア  333 269  

(3) 電話加入権  7 7  

無形固定資産合計  342 0.6 278 0.4

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  32 217  

(2) 関係会社株式  306 306  

(3) 出資金  10 2  

(4) 関係会社出資金  275 275  

(5) 従業員長期貸付金  6 9  

(6) 破産・更生債権等  164 83  

(7) 長期前払費用  0 0  

(8) 繰延税金資産  10 ―  

(9) その他 ※１  407 585  

貸倒引当金  △170 △87  

投資その他の 
資産合計 

 1,044 1.9 1,393 1.8

固定資産合計  1,440 2.6 1,729 2.3

資産合計    56,326 100.0 75,483 100.0
        



  

    
  

  
前事業年度

(平成17年９月30日) 
当事業年度 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※７  7,846 11,932  

２ 買掛金  1,901 3,281  

３ 短期借入金 ※２  22,097 32,251  

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※２  9,184 2,648  

５ 未払金  646 879  

６ 未払費用  ― 2  

７ 未払法人税等  35 27  

８ 前受金  938 1,409  

９ 預り金  121 199  

10 賞与引当金  98 160  

11 その他  44 7  

流動負債合計  42,913 76.2 52,799 70.0

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※２  5,371 12,269  

２ 繰延税金負債  ― 2  

３ 退職給付引当金  458 518  

４ 預り保証金  77 69  

固定負債合計  5,907 10.5 12,859 17.0

負債合計  48,820 86.7 65,659 87.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  3,950 7.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金 498 ―    

資本剰余金合計  498 0.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

当期未処分利益 3,059 ―    

利益剰余金合計  3,059 5.4 ― ―

Ⅳ 自己株式 ※４  △3 △0.0 ― ―

資本合計  7,505 13.3 ― ―

負債・資本合計  56,326 100.0 ― ―
      



  

  

  
前事業年度

(平成17年９月30日) 
当事業年度 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   ―     4,063   

２ 資本剰余金             

  資本準備金 ―     498     

資本剰余金合計   ―     498   

３ 利益剰余金             

(1) 利益準備金 ―     37     

(2) その他利益剰余金             

繰越利益剰余金 ―     5,224     

利益剰余金合計   ―     5,261   

４ 自己株式   ―     △4   

株主資本合計   ― ―   9,820 13.0 

Ⅱ 評価・換算差額等             

  その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     4   

評価・換算差額等合計   ― ―   4 0.0 

純資産合計   ― ―   9,824 13.0 

負債純資産合計   ― ―   75,483 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

１ 土地建物売上高 53,873 50,586   

２ 賃貸収入 11 7   

３ その他の営業収入 288 54,172 100.0 791 51,385 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 土地建物売上原価 44,103 40,081   

２ 賃貸費用 11 7   

３ その他の営業費用 14 44,129 81.5 43 40,132 78.1

売上総利益  10,042 18.5 11,253 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,639 12.2 7,150 13.9

営業利益  3,403 6.3 4,103 8.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 50 55   

２ 契約違約金収入 53 43   

３ 受取手数料 12 28   

４ 事務所移転補償収入 ― 30   

５ その他 30 147 0.3 17 174 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 1,140 1,324   

２ 貸倒引当金繰入額 ― 5   

３ その他 307 1,448 2.7 333 1,662 3.2

経常利益  2,103 3.9 2,614 5.1

Ⅵ 特別利益    

  過年度損益修正益 ※２ 17 17 0.0 12 12 0.0

     

Ⅶ 特別損失    

１ 過年度損益修正損 ※３ 15 53   

２ 固定資産除売却損 ※４ 31 7   

３ 貸倒引当金繰入額 0 ―   

４ その他 5 52 0.1 7 69 0.1

税引前当期純利益  2,068 3.8 2,557 5.0

法人税、住民税 
及び事業税 

5 5   

法人税等調整額 △997 △991 △1.8 △27 △21 △0.0

当期純利益  3,059 5.6 2,579 5.0

前期繰越損失  3,013 ― 

資本減少による 
欠損てん補額 

 3,013 ― 

当期未処分利益  3,059 ― 
     



売上原価明細書 

(イ)土地建物売上原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法は、個別原価計算の方法により実際原価で計算している。 

※２ 他勘定への振替高とは、営業外費用の「その他」への振替高である。 

  

(ロ)賃貸費用明細書 

  

  

(ハ)その他の営業費用明細書 

その他の営業費用は、分譲マンション販売に伴うオプション工事等の費用である。 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

期首たな卸高       

販売用土地建物   11,704 3,175    

開発用土地建物   26,624 38,328 37,702 40,878  

当期仕入高       

土地代   28,516 23,318    

工事費   18,213 46,730 29,485 52,803  

他勘定への振替高 ※２  77 ―  

期末たな卸高       

販売用土地建物   3,175 3,979    

開発用土地建物   37,702 40,878 49,621 53,600  

当期土地建物売上原価       

土地原価   19,967 45.3 17,607   43.9

建物原価   24,136 44,103 54.7 22,473 40,081 56.1

     100.0   100.0

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

賃借料 9 80.5 6 84.3

維持管理費 0 7.3 0 6.5

修繕費 0 4.0 ― ―

租税公課 0 7.7 0 8.6

その他 0 0.5 0 0.6

合計 11 100.0 7 100.0



  
③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

    
前事業年度

(平成17年12月21日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   3,059 

Ⅱ 利益処分額     

１ 利益準備金   37   

２ 配当金     

(1) 第一種優先株式配当金 
  １株につき２円21銭 

  38   

(2) 第二種優先株式配当金 
  １株につき２円21銭 

  30   

(3) 普通株式配当金 
  １株につき２円50銭 

  308 414 

〔普通配当２円00銭 
記念配当０円50銭 〕     

Ⅲ 次期繰越利益   2,644 

     



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成17年９月30日残高(百万円) 3,950 498 ― 3,059 

事業年度中の変動額         

 新株予約権行使による 
 新株の発行 9,500       

 優先株式の有償消却 △9,386       

 剰余金の配当     37 △414 

 当期純利益       2,579 

 自己株式の取得         

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(百万円) 113 ― 37 2,164 

平成18年９月30日残高(百万円) 4,063 498 37 5,224 

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 

平成17年９月30日残高(百万円) △3 7,505 ― 7,505 

事業年度中の変動額         

 新株予約権行使による 
 新株の発行   9,500   9,500 

 優先株式の有償消却   △9,386   △9,386 

 剰余金の配当   △377   △377 

 当期純利益   2,579   2,579 

 自己株式の取得 △1 △1   △1 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)   ― 4 4 

事業年度中の変動額合計(百万円) △1 2,314 4 2,319 

平成18年９月30日残高(百万円) △4 9,820 4 9,824 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

    同左 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

  (3) その他有価証券 (3) その他有価証券 

  ――――――  ① 時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 ② 時価のないもの 

    同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 販売用土地建物 

  個別法による原価法 

(1) 販売用土地建物 

    同左 

  (2) 開発用土地建物 

  個別法による原価法 

(2) 開発用土地建物 

    同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用している。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

(1) 有形固定資産 

    同左 

   

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用している。 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっている。 

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)によっている。 

(2) 無形固定資産 

  定額法を採用している。 

  なお、償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっている。 

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)によっている。 

  (3) 投資その他の資産 

  均等償却によっている。 

―――――― 

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費は、支出時に全額費用とし

て処理している。 

    同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売掛金、貸付金等債権の貸倒れに

よる損失にそなえるため、一般債

権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給にそな

えるため、支給見込額に基づき計

上している。 

(2) 賞与引当金 

    同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付にそなえるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認

められる額を計上している。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処

理している。 

  数理計算上の差異は、発生額を翌

期に一括費用処理する方法によっ

ている。 

(3) 退職給付引当金 

    同左 

   

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

    同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

って処理している。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生事業年度の期間費用として

処理している。 

消費税等の会計処理 

    同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針６

号)を適用している。 

なお、この変更による損益への影響はない。 

―――――― (役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号)を適用している。 

なお、この変更による損益への影響はない。 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、9,824

百万円であり、この変更による影響はない。 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

(貸借対照表) 

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

していた「立替金」(前事業年度14百万円)は、資産の総

額の100分の１を超えたため、当事業年度より「立替

金」として区分掲記している。 

(貸借対照表) 

前事業年度において区分掲記していた「預け金」(当事

業年度金額437百万円)は資産の総額の100分の１以下と

なったため、当事業年度より流動資産の「その他」に含

めて表示している。 

(損益計算書) 

前事業年度において区分掲記していた営業外収益の「た

な卸不動産賃貸収入」(当事業年度３百万円)は、営業外

収益の総額の100分の10以下となったため、当事業年度

より「その他」に含めて表示している。 

―――――― 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

当事業年度は、繰延税金資産997百万円及び法人税等調

整額997百万円を計上している。この結果、当期純利益

が997百万円増加している。これは、当社の翌期に発生

が見込まれる課税所得に基づき計上したものである。 

―――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度 
(平成17年９月30日) 

当事業年度
(平成18年９月30日) 

※１      ―――――― ※１ 関係会社に対する資産 

短期貸付金 2,111百万円

立替金 0百万円

流動資産「その他」 0百万円

投資その他の資産「その他」 1百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

売掛金 1,583百万円

販売用土地建物 1,430百万円

開発用土地建物 36,595百万円

計 39,609百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

売掛金 1,370百万円

販売用土地建物 1,593百万円

開発用土地建物 43,246百万円

計 46,209百万円

   担保付債務は次のとおりである。 

短期借入金 22,097百万円

一年以内返済予定の 
長期借入金 

9,123百万円

長期借入金 5,371百万円

計 36,591百万円

   担保付債務は次のとおりである。 

短期借入金 32,251百万円

一年以内返済予定の
長期借入金 

2,648百万円

長期借入金 9,436百万円

計 44,335百万円

   ただし、定款の定めにより普通株式につき消却が

あった場合、または優先株式につき消却もしくは

普通株式への転換があった場合には、これに相当

する株式数を減ずることとなっている。 

※３ 株式の状況  

   授権株式数  

    普通株式 135,000千株

    第一種優先株式 20,000千株

    第二種優先株式 15,000千株

    第三種優先株式 4,505千株

    第四種優先株式 2,350千株

   発行済株式数  

    普通株式 123,269千株

    第一種優先株式 17,476千株

    第二種優先株式 13,812千株

    

３      ――――――   

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※４ 自己株式の保有数 

    普通株式 45千株

 ４      ―――――― 

     

 ５ 偶発債務 

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関及
び住宅金融専門会社等に対する
連帯保証債務等 

2,838百万円

 ５ 偶発債務 

顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関及
び住宅金融専門会社等に対する
連帯保証債務等 

5,185百万円

 ６ 平成14年12月19日開催の定時株主総会において、

下記の欠損てん補を行っている。 

資本準備金 391百万円

 ６      ―――――― 

   平成15年12月26日開催の定時株主総会において、

下記の欠損てん補を行っている。 

資本準備金 807百万円

  

※７      ―――――― ※７ 期末日満期手形 

   事業年度末日に期日の到来する満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理して

いる。 

   なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が事業年度末残高に含

まれている。 

支払手形 992百万円



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

   なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね

87対13である。 

広告宣伝費 2,337百万円

支払手数料 1,514百万円

給料手当 895百万円

退職給付費用 124百万円

減価償却費 102百万円

賞与引当金繰入額 98百万円

貸倒引当金繰入額 11百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

   なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね

83対17である。 

広告宣伝費 2,527百万円

販売促進費 578百万円

支払手数料 1,154百万円

給料手当 989百万円

退職給付費用 148百万円

減価償却費 100百万円

賞与引当金繰入額 160百万円

貸倒引当金繰入額 7百万円

※２ 過年度損益修正益の内訳 

過年度販売経費等修正額 17百万円

※２ 過年度損益修正益の内訳 

過年度販売経費等修正額 12百万円

※３ 過年度損益修正損の内訳 

過年度販売経費等修正額 15百万円

※３ 過年度損益修正損の内訳 

過年度販売経費等修正額 53百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳 

電話加入権 6百万円

固定資産撤去費用 24百万円

計 31百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳 

電話加入権 0百万円

固定資産撤去費用 7百万円

計 7百万円



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

   増加数は、単元未満株式の買取りによるものである。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株） 45 6 ― 51



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

車両運搬具 6 0 6

器具備品 3 0 3

合計 9 0 9

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

車両運搬具 6 1 4 

器具備品 3 0 2 

合計 9 2 7 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

 (注) 同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

   (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

   (注) 同左 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成18年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年９月30日) 

当事業年度
(平成18年９月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 51百万円

賞与引当金損金不算入額 39百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額 

178百万円

関係会社株式及び関係会社 
出資金評価損損金不算入額 

180百万円

税務上の繰越欠損金 10,600百万円

その他 156百万円

繰延税金資産小計 11,207百万円

評価性引当額 △10,209百万円

繰延税金資産合計 997百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 39百万円

賞与引当金損金不算入額 65百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額 

211百万円

関係会社株式及び関係会社
出資金評価損損金不算入額 

180百万円

税務上の繰越欠損金 9,506百万円

その他 136百万円

繰延税金資産小計 10,140百万円

評価性引当額 △9,115百万円

繰延税金資産合計 1,024百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2百万円

繰延税金負債合計 △2百万円

繰延税金資産の純額 1,022百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

  ％

法定実効税率 40.69

(調整)  

住民税均等割 0.28

交際費等永久に損金に算入 
されない項目 

0.66

評価性引当額 △92.07

その他 2.50

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率 

△47.94

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

％

法定実効税率 40.69 

(調整)   

住民税均等割 0.23 

交際費等永久に損金に算入
されない項目 

0.58 

評価性引当額 △42.80 

その他 0.45 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

△0.85 



  
(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり純資産額 9.56円 １株当たり純資産額 50.18円

１株当たり当期純利益 27.36円 １株当たり当期純利益 16.88円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

15.99円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

12.21円

項目 
前事業年度

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり当期純利益  

 当期純利益 3,059百万円 2,579百万円

 普通株主に帰属しない金額 69百万円 ―百万円

 (内訳)優先株式配当金 69百万円 ―百万円

 普通株式に係る当期純利益 2,990百万円 2,579百万円

 普通株式の期中平均株式数 109,282千株 152,785千株 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

 当期純利益調整額 58百万円 ―百万円

 (内訳)優先株式配当金 69百万円 ―百万円

 (内訳)事務手数料 △10百万円 ―百万円

 普通株式増加数 81,340千株 58,532千株 

 (内訳)優先株式 78,220千株 49,503千株 

 (内訳)新株予約権付社債 3,120千株 9,028千株 



(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

【債券】 

  

(注) 貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に計上している。 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資有価 
証券 

その他有 
価証券 

㈱奥村組 285,000 184 

関西国際空港㈱ 340 17 

不動産信用保証㈱ 1,500 15 

財形住宅金融㈱ 1 0 

小計 286,841 217 

計 286,841 217 

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資有価 
証券 

満期保有 
目的の債 
券 

第268回利付国債 20 20 

小計 20 20 

計 (注) 20 20 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 有形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略し

ている。 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略し

ている。 

  

  

  

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物           ― ― ― 43 15 4 27

 器具備品 ― ― ― 91 60 11 31

有形固定資産計 ― ― ― 134 76 16 58

無形固定資産       

 商標権        ― ― ― 1 0 0 1

 ソフトウェア ― ― ― 436 167 84 269

 電話加入権 ― ― ― 7 ― ― 7

無形固定資産計 ― ― ― 445 167 84 278

長期前払費用 1 ― 0 0 0 0 0

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

      

      

      



【引当金明細表】 

  

(注) 当期減少額の「その他」の欄は次のとおりである。 

貸倒引当金   個別引当債権の回収等による取崩額 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 187 20 7 7 192 

賞与引当金 98 160 98 ― 160 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)売掛金 

(a) 相手先別内訳 

  

(注) １ 中高層住宅販売代金他 

２ 経営管理料 

３ 相手先は、不特定多数の一般顧客であり、金額も僅少のため、相手先別の記載は省略している。 

  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金の種類  

当座預金 4,000

普通預金 4,107

計 8,107

合計 8,109

相手先 金額(百万円)

一般顧客 (注)１,３ 1,405

ニチモコミュニティ㈱ (注)２ 6

計   1,411

期首残高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高 
(百万円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率
(％) 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヵ月) 
  

(Ａ)＋(Ｄ) 
÷(Ｃ)×12

２ 

1,732 52,756 53,076 1,411 97.4 0.4



(ハ)販売用土地建物 

  

  

(ニ)開発用土地建物 

  

  

開発用土地建物に含まれている土地 

  

  

内訳 金額(百万円)

ルイシャトレ御幣島駅前 他未引渡物件 3,979

内訳 金額(百万円)

ルイシャトレ船橋日大前 他仕掛中物件   49,621

地域別 面積(㎡) 金額(百万円) 

東京都 25,303 15,378

大阪府 24,599 5,409

千葉県 20,135 4,687

埼玉県 14,433 4,416

兵庫県 7,583 1,419

神奈川県 8,951 1,003

京都府 2,298 568

計 103,305 32,882



② 負債の部 

(イ)支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 期日別内訳 

  

  

(ロ)買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円)

㈱長谷工コーポレーション 5,855

㈱地崎工業 1,171

りんかい日産建設㈱ 1,028

㈱森組 662

松井建設㈱ 536

その他 2,677

計 11,932

決済期日 金額(百万円)

平成18年９月 992

平成18年10月 1,953

平成18年11月 1,238

平成18年12月 3,052

平成19年１月 2,500

平成19年２月 2,194

計 11,932

相手先 金額(百万円)

㈱長谷工コーポレーション 891

㈱奥村組 667

㈱地崎工業 605

㈱新井組 396

佐伯建設工業㈱ 272

その他 447

計 3,281



(ハ)短期借入金 

  

  

(ニ)一年以内返済予定の長期借入金 

次の(ホ)長期借入金に記載している。 

  

(ホ)長期借入金 

  

(注) ( )内は内書であり、一年以内に返済予定のもので、貸借対照表では流動負債の部に計上している。 

  

相手先 金額(百万円)

㈱りそな銀行 30,164

㈱泉州銀行 1,321

㈱横浜銀行 649

㈱武蔵野銀行 117

計 32,251

相手先 金額(百万円)

㈱武蔵野銀行 2,934 ( 283) 

㈱東日本銀行 1,915 (  ―) 

㈱三井住友銀行 1,701 ( 693) 

㈱りそな銀行 1,515 (  ―) 

みずほ信託銀行㈱ 1,391 (1,149) 

その他 5,461 ( 523) 

計 14,917 (2,648) 



(3) 【その他】 

訴訟事件 

当社は平成15年３月28日にアイシーアセット有限会社(原告)から当社が分譲する東京都文京区白山二丁目に所在

する物件の残代金を受領したが、同社は当社が分譲する他の物件の手付金として支払ったとの主張をおこない、不

当利得であるとしてその返還を求め平成16年３月４日に東京地方裁判所に訴訟を提起した。 

同訴訟については「原告の請求を棄却する」との判決を平成17年12月16日に受けた。同社はこの判決を不服とし

て控訴したが、東京高等裁判所より「本件控訴を棄却する」との判決を平成18年８月30日に受けた。当社として

は、当社の主張が認められた妥当な判決と考えるが、同社はこの判決を不服として上告し、現在最高裁判所におい

て訴訟係属中である。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ (算式) １株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

２ 平成18年12月21日開催の定時株主総会の決議により、定款の一部変更が行われ、当社の公告掲載方法は次のとおりとなっ

た。 

  「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。」 

  電子公告は当社のホームページに掲載し、そのアドレスは次のとおりである。 

   http://www.nichimo.com 

決算期 ９月30日

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株式数を表示した株券 

中間配当基準日 該当なし

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 全国各支社

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 全国各支社

  買取手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として、算式により１単元当たりの金額を算定
し、これを買取った単元未満株式の数で按分した金額           (注)１ 

公告掲載方法 日本経済新聞                             (注)２ 

株主に対する特典 なし 

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第51期) 
  

自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日

  平成17年12月22日 
近畿財務局長に提出。 

(2) 
  
臨時報告書 「企業内容等の開示に関する内閣府

令」第19条第２項第12号及び第19号
(資本減少)に基づく臨時報告書 
  

  平成18年１月27日 
近畿財務局長に提出。 

(3) 
  
臨時報告書 「企業内容等の開示に関する内閣府

令」第19条第２項第２号(第五種優先
株式発行)に基づく臨時報告書 
  

  平成18年１月27日 
近畿財務局長に提出。 

(4) 有価証券届出書 
及びその添付書類 

第３回無担保転換社債型新株予約権
付社債発行に係る有価証券届出書 
  

  平成18年１月27日 
近畿財務局長に提出。 

(5) 臨時報告書の 
訂正報告書 

平成18年１月27日に提出した臨時報
告書(第五種優先株式発行)の訂正報
告書 
  

  平成18年３月20日 
近畿財務局長に提出。 

(6) 臨時報告書の 
訂正報告書 

平成18年１月27日に提出した臨時報
告書(第五種優先株式発行)の訂正報
告書 
  

  平成18年３月24日 
近畿財務局長に提出。 

(7) 半期報告書の 
訂正報告書 

平成17年６月22日に提出した半期報
告書の訂正報告書 
  

  平成18年６月９日 
近畿財務局長に提出。 

(8) 半期報告書 (第52期中) 自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日
  

  平成18年６月22日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月21日

ニチモ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチモ

株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニ

チモ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

恒栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  岡  村  年  起  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  工  藤  隆  則  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月21日

ニチモ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチモ

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニ

チモ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

恒栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  工  藤  隆  則  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  椿  本  雅  朗  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月21日

ニチモ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチモ

株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニチモ

株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

恒栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  岡  村  年  起  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  工  藤  隆  則  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月21日

ニチモ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチモ

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニチモ

株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

恒栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  工  藤  隆  則  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  椿  本  雅  朗  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 
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